　　　岩倉市更生訓練費支給事業実施要綱
　（趣旨）

第１条　この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）に基づく就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している者に更生訓練費を支給し、社会復帰の促進を図るため、必要な事項を定めるものとする。

　（対象者）

第２条　更生訓練費支給事業（以下「事業」という。）の対象者は、法第１９条第１項に規定する本市による支給決定障害者のうち就労移行支援事業又は自立訓練事業を利用している者又は身体障害者福祉法第１８条第２項の規定により福祉事務所長によって施設に入所の措置若しくは入所の委託をされ更生訓練を受けている者とする。

　（支給額）

第３条　更生訓練費の支給額は、訓練及び実習（以下「訓練等」という。）の内容等を勘案して別表に定める額の範囲内で、福祉事務所長が必要と認めた額とする。

　（申請）

第４条　更生訓練費の支給を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、岩倉市更生訓練費支給申請書（様式第１）を福祉事務所長に提出するものとする。

　（決定）

第５条　福祉事務所長は、前条に規定する申請書を受理したときはその内容を審査し、支給の可否を岩倉市更生訓練費支給決定（却下）通知書（様式第２）により申請者に通知するものとする。

　（費用の負担）

第６条　事業の利用に要する経費は、無料とする。
　（代理受領等）

第７条　前条の規定により支給の決定を受けた者（以下「支給決定者」という。）は、更生訓練費の支給申請手続及びその受領を更生訓練を行う施設の長（以下「施設長」という。）に委任することができるものとする。この場合施設長は、支給決定者から支給申請手続及び受領に関する委任状を徴収しなければならない。

２　前項の規定による申請は、岩倉市更生訓練費支給申請書（施設用）（様式第３）により行うものとする。

３　施設長は、更生訓練費は、訓練を受けるために必要な文房具、参考書等を購入するための費用となっているため、支給決定者に対してはこれらの物品の購入に努めるよう指導すること。

　（変更の届出）

第８条　支給決定者は、第４条に規定する申請の内容に変更が生じたときは岩倉市更生訓練費支給変更届（様式第４）を福祉事務所長に提出するものとする。

　（決定の取消し）

第９条　福祉事務所長は、支給決定者が次の各号のいずれかに該当するときは、第５条に規定する決定を取り消すことができる。

　(1) 第２条に規定する対象者でなくなったとき。

　(2) 死亡したとき。

　(3) その他申請に際し虚偽の申請をした等不正行為が認められたとき。

２　福祉事務所長は、前項の規定による取消しを行うときは、岩倉市更生訓練費支給取消通知書（様式第５）により支給決定者又はその家族等に通知するものとする。

　（補則）

第１０条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。
　　　附　則

　この要綱は、平成１９年３月１６日から施行し、平成１８年１０月１日から適用する。
附　則

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。
　　附　則
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。
附　則

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。
別表（第３条関係）

訓練及び通所のための経費

	訓練のための経費（月額）
	訓練に従事した日が　１５日以上の場合
	訓練に従事した日が　１５日未満の場合

	
	３，１５０円
	１，６００円

	通所のための経費（日額）
	２８０円
※上記の日額に訓練のために通所した日数を乗じて得た額と、支給対象者の当該月の実支出額とを比較して少ない方の額を支給する。


様式第１（第４条関係）
岩倉市更生訓練費支給申請書
年　　月　　日　　
岩倉市福祉事務所長　　　殿
　岩倉市更生訓練費支給事業実施要綱第４条の規定により、　　年　　月分の更生訓練費の支給について、次のとおり申請します。

	申　請　者
	フリガナ
	
	生年月日
	年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	
	

	
	居住地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	身体障害者

手帳番号
	
	療育手帳

番　　号
	
	精神保健

福祉手帳番号
	


	更生訓練費支給申請額
	金　　　　　　　　　　円

	内　　訳
	訓練等のための経費
	通所のための経費
	計

	
	日数
	金額
	日数
	金額
	

	
	日
	円
	日
	円
	円

	　　上記訓練日数等については、事実と相違ないことを証明します。

　　　岩倉市福祉事務所長　　　　　殿
　　　　　　　　年　　月　　日
施設名　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設長　　　　　　　　　　　
　　　岩倉市福祉事務所長　　　　　　　　　　　様
　　　　　　　　年　　月　　日
施設名　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　施設長　　　　　　　　


様式第２（第５条関係）
岩倉市更生訓練費支給決定（却下）通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩倉市福祉事務所長　　印
　岩倉市更生訓練費支給事業実施要綱第５条の規定により、次のとおり

　　年　　月分の更生訓練費の支給を決定（却下）したので通知します。
１　決定

　　　　　更生訓練費支給額　　金　　　　　　円
　　　　　内訳　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　訓練等のための経費　　　　　　　　　円
　　　　　　通所のための経費　　　　　　　　　　円
２　却下

　　　理由　

不服申立ておよび取消訴訟

１　この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、岩倉市長に対し審査請求をすることができます。

２　この処分について不服があるときは、１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、岩倉市を被告として（訴訟において岩倉市を代表する者は、岩倉市長となります。）処分の取消しの訴えを提起することもできます。ただし、前項の審査請求をしたときは、その審査請求に対する採決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。

様式第３（第７条関係）
岩倉市更生訓練費支給申請書（施設用）

	支給対象者名
	訓練等のための経費
	通所のための経費
	備考

	
	日数
	単価
	金額
	日数
	単価
	金額
	

	
	日
	円
	円
	日
	円
	円
	

	更生訓練費支給申請額　　　　　円也　　内訳　　　訓練等のための経費計　　　　　　　円
　　　　　通所のための経費計　　　　　　　　円
　支給決定者からの委任に基づき　　　年　月分を上記のとおり申請する。

　なお、上記については事実と相違ないことを証明する。

　岩倉市福祉事務所長　　　殿

　　　　　　年　　月　　日

施設長　　　　　　　　　　　　　　　　



様式第４（第８条関係）

岩倉市更生訓練費支給変更届
　　　　年　　月　　日

岩倉市福祉事務所長　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　支給決定者　　　　　　　　

　岩倉市更生訓練費支給事業実施要綱第８条の規定により、次のとおり届け出します。

	支 給 決 定 者
	フリガナ
	
	生年月日
	年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	
	

	
	居住地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	身体障害者

手帳番号
	
	療育手帳

番　　号
	
	精神保健

福祉手帳番号
	


	変 更 事 項
	変　　更　　前
	変　　更　　後

	氏 名 等
	
	

	居 住 地
	
	

	そ の 他
	
	

	変更年月日
	


様式第５（第９条関係）

岩倉市更生訓練費支給取消通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　　　号

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岩倉市福祉事務所長　　印

　岩倉市更生訓練費支給事業実施要綱第９条の規定により、次のとおり通知します。

	支 給 決 定 者
	フリガナ
	
	生年月日
	年　　月　　日

	
	氏　　名
	
	
	

	
	居住地
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号

	身体障害者

手帳番号
	
	療育手帳

番　　号
	
	精神保健

福祉手帳番号
	

	取消年月日
	

	取消理由
	


不服申立ておよび取消訴訟

１　この処分について不服があるときは、処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、岩倉市長に対し審査請求をすることができます。

２　この処分について不服があるときは、１の審査請求のほか、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、岩倉市を被告として（訴訟において岩倉市を代表する者は、岩倉市長となります。）処分の取消しの訴えを提起することもできます。ただし、前項の審査請求をしたときは、その審査請求に対する採決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、処分の取消しの訴えを提起することができます。
